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全国保健所ウェブサイトの情報発信内容と

ユーザビリティ，アクセシビリティ評価
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目的 近年のインターネット普及と市民の健康情報ニーズの高まりを受けて，全国の保健所ではウ

ェブサイト（以下サイト）による情報発信がされている。しかしその開設状況や情報発信内容

は一定しておらず，地域住民の活用に対する配慮が不十分であることが考えられた。そこで全

国保健所サイトの現状を把握するための調査を行ったので，ここに報告する。

方法 検索エンジンに保健所名および「ウェブサイト」もしくは「ホームページ」というキーワー

ドを入れて検索を行った。全国保健所長会のサイトも参考にした。検索可能だったサイトを対

象に，開設状況，事業別情報発信内容，利用者にとっての使い勝手を表すユーザビリティ，さ

らに障害の有無に関わらず利用できるかを表すアクセシビリティの 4 点について集計を行っ

た。調査は2005年10月と2006年 9 月の 2 回行った。

結果 全国保健所のうちサイトを開設していた割合は2005年60.8％, 2006年63.2％（以下抄録内，

数字は順に2005年，2006年の結果とする）であった。情報発信内容は「感染症」（以下「 」

は，発信内容項目を示す）の記載が72.1％, 86.7％と最も多く，次いで「食物関係（66.1％,
68.3％）」，「環境関係（61.3％, 63.0％）」だった。「思春期」に関しての記載は9.3％, 18.6％だ

った。ユーザビリティは，「所在地連絡先」を記載しているサイトが88.9％, 90.8％と最も多く，

次いで「周辺地図（74.5％, 78.1％）」，「メールアドレス公開（65.2％, 66.0％）」であった。

「オンライン手続き」機能は1.8％, 2.1％のみだった。アクセシビリティに関しては，1 サイト

あたり平均54.2個，56.6個のバリアが存在した。具体的なバリアとしては「白黒でも理解でき

るようになっていない（75.7％, 78.7％）」，「明滅（明るさの変化）の機能が利用されている

（73.6％, 76.0％）」が多かった。

結論 全国半数以上の保健所がインターネット上にウェブサイトを公開しており，保健所サイトは

地域住民の身近な情報源として利用可能であることが考えられた。しかし情報発信内容，ユー

ザビリティ，アクセシビリティは一定しておらず，情報発信者である保健所によってサイトの

改善余地があることが伺えた。地域住民のサイト活用へ配慮し，ガイドラインの作成，探しや

すさの工夫，利用者のニーズ調査と評価が求められると考えられた。
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